
No. 名　称 概　　要
市民参加手続の方法（予定）
※令和５年度3月、令和６年度10月

に既に報告済の予定
実施時期(実績) 担当

●審議会等
名　称：上下水道事業運営審議会
委員数：12名　うち公募委員２名
　　　　（令和５年度公募済）
会議数：５回

令和６年６月
～

令和７年２月の間
実施回数：５回

●市民コメント

令和７年２月５日
～

令和７年３月６日
（30日間）

　□名□件（実施中）※

●審議会等
名　称：上下水道事業運営審議会
委員数：12名　うち公募委員２名
　　　　（令和５年度公募済）
会議数：５回

令和７年２月４日
実施回数：１回

●市民コメント

令和７年２月５日
～

令和７年３月６日
（30日間）

　□名□件（実施中）※

③
日高市地域
防災計画

この計画は、災害対策基本法第42条の規定に
基づき、日高市防災会議が作成する計画であ
り、市民の協力のもと、日高市の地域におけ
る災害を予防し、被害の拡大を防ぐとともに
災害の復旧を図り、もって市民の生命、身
体、財産を災害から保護することを目的とし
ています。
現在の計画は令和５年３月に改訂したもので
すが、防災基本計画及び埼玉県地域防災計画
の修正に伴い、所要の修正が必要であるた
め、計画を一部改訂するものです。

●市民コメント 実施見送り
危機管理課
防災・消防

担当

●審議会等
名　称：児童福祉審議会
委員数：12名　うち公募委員１名
　　　　（令和６年度公募済）
会議数：４回

令和６年７月16日（第１
回）、10月29日（第２
回）、12月20日(第３
回)、令和７年２月28日

(第４回)
実施回数：計４回

●市民コメント

令和７年１月９日
～

令和７年２月７日
（30日間）

　□名□件（集計中）※

●アンケート
対象者：無作為抽出による市内在住
        の18歳以上の子どもを持つ
        家庭
配布数：2,800

令和６年７～９月
回収数：2,089（37.4%）

(配布数：5,580)

④
日高市こど
も計画

・こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）
及び（仮称）埼玉県こども計画を勘案した日
高市こども計画の策定

・こども基本法第10条に基づく計画の策定

・関係法令（次世代育成支援対策推進法、子
ども・子育て支援法、子ども・若者育成支援
推進法、子どもの貧困の解消に向けた対策の
推進に関する法律）に基づく計画の策定

子育て応援
課

令和６年度第２回日高市市民参加推進会議
審議案件一覧（事務局一括報告）

①
日高市水道
事業経営戦
略

　公営企業については、「公営企業の経営に
当たっての留意事項について」（平成26 年８
月29 日付総務省自治財政局公営企業三課室長
通知。以下「留意事項通知」という。）にお
いて、将来にわたって安定的に事業を継続し
ていくための、中長期的な基本計画である
「経営戦略」の策定を地方公共団体に要請し
ている。平成３０年３月策定の日高市水道事
業経営戦略では、今後給水収益の減少から経
営状況の改善が必要である旨指摘されてい
た。経営状況の悪化から令和６年度上下水道
事業運営審議会に水道料金のあり方を諮問し
現在、経営改善に向けて検討を行っている。
  当市水道事業における経営戦略の現在の計
画期間が平成30年度から令和9年度までである
が、前倒しして見直しを行う必要があること
から、今回、本計画を見直し、審議会や市民
コメントの実施により、関係する市民からの
意見を反映させるものです。

水道課
経営総務担

当

②
日高市下水
道事業経営
戦略

 下水道事業の経営戦略は、下水道事業の中長
期的な経営の基本計画です。
　国では、策定した経営戦略に沿った取組等
の状況を踏まえつつ、ＰＤＣＡサイクルを通
じて質を高めていくため、一定の期間で見直
しを行うことが重要であるとし、「新経済・
財政再生計画改革工程表2021」（令和３年12
月23日経済財政諮問会議決定）を踏まえ、経
営戦略の見直し率を令和７年度までに100％と
することを目指しています。
　当市下水道事業における経営戦略の現在の
計画期間が平成29年度から令和８年度までで
あること、また、令和７年度以降の国庫補助
金の交付要件として、経営戦略に新たな追記
が必要な項目があることを踏まえ、前倒しし
て見直しを行う必要があることから、今回、
本計画を見直し、審議会や市民コメントの実
施により、関係する市民からの意見を反映さ
せるものです。

下水道課
業務担当

資料１



No. 名　称 概　　要
市民参加手続の方法（予定）
※令和５年度3月、令和６年度10月

に既に報告済の予定
実施時期(実績) 担当

●審議会等
名　称：児童福祉審議会
委員数：12名　うち公募委員１名
　　　　（令和６年度公募済）
会議数：１回

令和６年７月16日
実施回数：１回

●市民コメント

令和６年３月５日
～

令和６年４月５日
（32日間）
３名　16件

⑥
日高市空家
等対策計画

・空家等対策の推進に関する特別措置法、日
高市空家等対策の推進に関する法律
・令和３年３月に空家等対策の推進に関する
特別措置法第７条の規定に基づき、空家等に
関する対策に関する基本的な方針等を内容と
する当該計画を策定した。その際、市空家等
対策協議会の協議を経て計画を策定した。

●市民コメント
　実施時期：令和７年11月頃

実施見送り

都市計画課
計画推進・
企業誘致・
住宅政策担

当

※□の欄につきましては、現在市民コメント実施中又は結果集計中のため□となっており、会議当日に報告します。

⑤

公立保育所
の在り方に
関する基本
方針

就学前児童数の減少や施設の老朽化という課
題に対し、公立保育所にどのような役割を持
たせ、市全体の保育環境をどのように維持・
向上させていくのか、今後の方向性を定め
る。

子育て応援
課


